












福島第一原発事故（2011 年 3 月）からすでに 8 年目となるが、2018 年 4 月現在でも、福島県
だけで、避難者の合計は、約 4 万 7000 人に及ぶ（復興庁統計）。こうした中、避難者（指示避難
者・非指示避難者）や滞在者が原告になり、全国各地で、東電かつ国（または東電のみ）を被告
として、損害賠償や原状回復を請求する集団訴訟（合計約 30 件、原告数約 1 万数千人）が展開
されている。こうした集団訴訟のうち、現在（2018 年 8 月）までに判決が出たものは 7 つある












の合計は、4 万 7438 人（福島県内在住の避難者 1






上回っている。福島県では、2017 年 3 月 9 日現在
の震災直接死は、1614 人（行方不明者 196 人）で
あるが、震災関連死は、これを優に上回り、2202





うした集団訴訟のうち、現在（2018 年 11 月）ま
でに下された判決は、次の 7 件である。つまり、
A）	 平成 29（2017）年 3 月 17 日の群馬訴訟判
決（以下、群馬判決）
2）
B）	 平成 29（2017）年 9 月 22 日の千葉訴訟判
決（以下、千葉判決）
3）
C）	 平成 29（2017）年 10 月 10 日の生業訴訟
（以下、生業判決）
4）
D）	 平成 30（2018）年 2 月 7 日の小高訴訟判決
（以下、小高判決）
5）





F）平成 30（2018）年 3 月 16 日の首都圏訴訟判
決（以下、首都圏判決）
7）



































A）群馬判決 〇（東電・国） 〇（東電・国） 〇（原賠法 3 条） 〇
B）千葉判決 〇（東電・国） ×（東電・国） 〇（原賠法 3 条） ×
C）生業判決 〇（東電・国） 〇（東電・国） 〇（原賠法 3 条） 〇
D）小高判決 △（東電） △（東電） 〇（原賠法 3 条） ─
E）京都判決 〇（東電・国） 〇（東電・国） 〇（原賠法 3 条） 〇
F）首都圏判決 〇（東電・国） 〇（東電・国） 〇（原賠法 3 条） 〇
















62 人に約 3800 万円
（約 61 万円）





42 人に約 3 億 7500 万円
（約 890 万円）






2,907 人に総額約 4 億 9700 万円
（約 17 万円）
D）小高判決 120 世帯321 人
120 世帯
321 人 なし
318 人に約 10 億 9500 万円
（約 995 万円）





110 人に総額約 1 億 1000 万円
（約 100 万円）
F）首都圏判決 90 世帯282 人 なし
90 世帯
282 人










213 人に約 6 億 1240 万円
（約 288 万円）
※　原告の内、滞在者と避難者の割合は 7：3 で、避難者の約 9 割は福島県内に居住していた者である。
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避難者）を除き、原則として 1 人 550 万円である




















































の可能性が指摘され、後の 2008（平成 20）年 4 月









争点②については、京都判決は、O .P .＋10m の











（平成 14）年 7 月頃から 2008（平成 20）年 4 月ま
で、仮に試算をすれば結果の回避が可能であった
のに、約 5 年 9 カ月の間津波予測の試算をしな
かった（予見義務および回避義務違反）。しかも、
2008（平成 20）年 4 月から、本件事故（2011〈平








































部について、平成 14 年以降、遅くとも平成 18 年
頃には、経済産業大臣が権限を行使しなかったこ
とは国賠法上違法である」から、「被告国は、被告








判決だけでなく、他の 6 判決でもすべて原賠法 3
条に基づく責任が肯定され、民法 709 条に基づく
責任を肯定したものはない。その理由は、基本的











































































































































































について、2011（平成 23）年「4 月 22 日までは、
本件事故当初とみて重視すべき」だとする。つま
















































































































長期目標値を年 1mSv 以下とした（平成 23〈2011〉









成 12〈2000〉年 10 月 23 日科学技術庁告示第 5 号












































































































原則として「平成 24 年 4 月 1 日まで」とする。京
都判決は、その理由として、政府の事故の収束宣
言が平成 23（2011）年 12 月、避難指示等対象区



















終期も、原則として「平成 23（2011）年 4 月 22
日」とするが、この要件も厳しすぎないか。京都
判決は、その理由として、混乱期を脱した平成















































































































































































































































































































































































































は、55 世帯 174 人（=1 人を除く全員が「非避難














が控訴したので、結局、57 世帯 174 人全員につい
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て、現在、改めて大阪高裁で審理がなされている。
	 （2018 年 8 月 3 日脱稿）
注
1）	 復興庁「全国の避難者数」（平成 30〈2018〉年 4 月 12





摘されている（朝日新聞デジタル 2017 年 8 月 28 日付）。
2）	 前橋地裁判決平成 29・3・17。判例時報 2339 号 3 頁お
よび裁判所 WEB サイト。
3）	 千葉地裁判決平成 29・9・22。裁判所 WEB サイト。
4）	 福島地裁判決平成 29・10・10。判例時報 2356 号 3 頁
および裁判所 WEB サイト。
5）	 東京地裁判決平成 30・2・7。TKC データベース文献番
号 25549758。













論社、2018 年 6 月）326 頁以下の表を参照した。
11）	 それぞれの判決の検討を行うものとして、吉村良一
「福島原発事故賠償集団訴訟群馬判決の検討」（環境と公
害 46 巻 4 号〈2017 年 4 月〉61 頁以下）、同「福島第一原
発事故について国の責任を認めた群馬訴訟判決」（法学教
室 2017 年 6 月号 52 頁以下）、関夕三郎「原発事故避難者
訴訟　群馬訴訟について」（判例時報 2339 号〈平成 29
［2017］年 9 月 25 日号〉233 頁以下）、人見剛「福島第一
原発事故に関して国の不作為責任を認めた事例」（法学セ
ミナー 750 号 105 頁）、淡路剛久「福島原発事故損害賠償
『群馬訴訟判決』について」（論究ジュリスト 22 号 101
頁、久末弥生「原発避難群馬訴訟第一審判決」（新・判例
解説 Watch	21 号 63 頁、吉田邦彦「福島原発事故の避難
者による東京電力・国に対する損害賠償請求　東京電力






裁判決の評価と課題─京都地裁平成 30 年 3 月 15 日判
決」（環境と公害 48 巻 1 号〈2018 年 7 月〉）10 頁以下（京
都判決）、中川素充「福島原発被害東京訴訟の東京地裁判
決の評価と課題─ 4 たび国の加害責任を認め、損害論
も前進するが、まだ道のり半ば」（環境と公害 48 巻 1 号
〈2018 年 7 月〉）16 頁以下（首都圏判決）、米倉勉「いわ
き支部『避難者訴訟』判決の評価と課題─『指針』の否
























時報 2339 号〈平成 29［2017］年 9 月 25 日号〉239 頁以
下）が、下山憲治「福島原発事故訴訟と国の責任─千
葉地裁判決と福島地裁判決を対比しつつ」（環境と公害 47
巻 3 号〈2018 年 1 月〉）41 頁以下、北村和夫「福島原発













（環境と公害 46 巻 4 号〈2017 年 4 月〉）61 頁。
18）	 吉村前掲注 17）61‒62 頁。
19）	 既に、京都判決の争点④・⑤については、吉村良一「福
島原発事故賠償における『損害論』─集団訴訟を中心
に」（法律時報 2018 年 7 月号）64 頁以下、および田辺保
雄「京都地裁判決の評価と課題─京都地裁平成 30 年 3
月 15 日判決」（環境と公害前掲）12 頁以下が、詳細な分











題─前橋地裁判決の検討から」（法律時報 2017 年 7 月
号 65 頁以下）（群馬判決）、吉村良一「原発事故賠償訴訟
の動向と両判決の検討─損害論を中心に」（環境と公害



























の「第 1 章　放射線の基礎知識と健康影響」40 頁）。
24）	 もっとも、同委員会による「年 1mSv 以下」という目
標は、除染実施区域（市町村管轄）のものである。また、
平成 23（2011）年 11 月 11 日の閣議決定は、同委員会の
目標値をそのまま決定とし、また、特に個人線量に言及
していない。しかし、現在の閣議決定（平成 28〈2016〉
年 12 月 20 日）は、空間線量基準を採らず、個人線量基
準（個人線量計を用いる）の年 1mSv 以下を帰還の長期
目標としている。
25）	「管理区域」内では、線量限度は 3 カ月で 1 .3mSv（＝














年 7 月号 71 頁）がある。
27）	 自主的避難等対象区域では、第 1 回分（対象期間：2011
年 3 月 11 日〜12 月 31 日）として、子ども（18 歳以下）・
妊婦に 40 万円（避難した場合は追加 20 万円）が、その
他には 8 万円が払われた。また、第 2 回分（対象期間：
2012 年 1〜8 月）として、子ども（18 歳以下）・妊婦の場
合には 12 万円、その他には 4 万円が支払われた。なお、
対象は、県北（福島市等）・県中（郡山市等）・相双（相
馬市等）・いわき市のうち避難指示区域以外の区域の住民















































36）	 熊本地判平 13・5・11（判例時報 1748 巻 30 号）。
37）	 賠償認容の範囲が広い点についていえば、原告 282 人
全員が非指示避難者である首都圏訴訟では、賠償が認容
された原告数の割合は約 15％に止まる。また、生業訴訟









年 7 月末〉）1 頁以下に、また、「特集	2011 福島第一原発事
故訴訟（第一審）の記録と論攷」における下山憲治・除本
理史・福武公子・吉村良一の各論文（判例時報 2375・2376
号合併号〈2018 年 9 月〉234 頁以下に接した。
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Abstract:
Eight years have passed since the Fukushima Daiichi (first) Nuclear Power 
Plant accident (March 2011), but, according to the Reconstruction Agency, 
as of April 2018 approximately 47,000 evacuees from Fukushima prefecture 
alone are still living outside the prefecture. These are the circumstances under 
which a total of about 30 group lawsuits (well over 10,000 plaintiffs) have been 
filed throughout Japan against the government and Tokyo Electric Power 
Company Holdings Inc. (Tepco; or against Tepco alone) demanding restoration 
or payment of damages. They are brought by evacuees, mandatory (those who 
evacuated from municipalities designated by the government as evacuation 
zones) or voluntary (those who evacuated from non-designated areas) and 
other victims still living inside their home prefecture. Of these group lawsuits, 
rulings have been issued for only seven as of August 2018. This paper examines 
the Kyoto district court’s ruling on March 15, 2018. The Kyoto lawsuit was 
filed against Tepco and the government by a group of disaster evacuees who 
fled from Fukushima and other neighboring prefectures to Kyoto, demanding 
payment for damages suffered. Starting by briefly discussing the liability of 
the government and Tepco in the ruling on the Kyoto lawsuit, the paper deals 
mainly with the appropriateness of evacuation, infringement of rights, and 
damages suffered, and analyzes and evaluates the ruling, comparing it with 
other rulings.
Keywords:
Fukushima nuclear power plant accident, evacuees, group lawsuit, Kyoto 
lawsuit ruling
Hidehiko Kanbe
The Kyoto District Court Ruling on the 
Fukushima Disaster Evacuee Lawsuit: 
Appropriate Evacuation, Infringement 
of Rights, and Damages
